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要   旨  
本稿では、いわゆる「アーキテクチャの産業論」が予想する命題、すなわち「統合型
ものづくり」 （Integration-based Manufacturing）の組織能力を戦後において構築して








較優位を持たない可能性があることを指摘する。   - 1 -


























テクチャの産業論｣として幾つかの著書に展開している（藤本 [2001]  [2003]  [2004]） 。そ
の分析枠組を簡単に言えば、以下の通りである。 
    
•   ある産業における特定の製品や工程といった人工物システムの種は、特定のタイ
プの「設計思想」 （アーキテクチャ）を持つ。 
•   ある国あるいは地域に存在する企業は、特定のタイプの「組織能力」を持つ蓋然
性が他の国あるいは地域の企業より高い。つまり、ある種の組織能力はある国に
偏在する傾向がある。 




•   いずれにせよ、ある国に偏在する組織能力と、ある製品に体現されたアーキテク
                                                      
1  以上３説のより詳細な比較検討は、例えば竹森 [1995] などを参照されたい。 
2  Cho and Moon [2000]  は、 これらに幾つかのタイプの人的資源を加えて 「９要因モデル」 （The Nine 













組みを適用することによって、筆者は、 「統合型ものづくり」 （Integration-based 
Manufacturing） の組織能力を戦後において構築してきた多くの日本企業は 「擦り合わせ型」
(Integral  Architecture)の製品と相性が良く、 したがって日本の純輸出財の多くは相対的





反復に陥りやすい概念であるだけに、要注意である。 「Integration-based Manufacturing 
と Integral Architecture は相性が良い」という言い方自体、余程工夫をしない限り、同
義反復と隣り合わせであることは明らかであろう。 
アーキテクチャ論の経済学・経営学への応用に関しては、 90 年代後半以降、 いわゆる 「モ
ジュール化論」も含め、すでにある程度の理論的・実証的な検討が内外の研究者によって
行なわれてきた（Ulrich  [1995]、Fine  [1998]、國領 [1999]、Baldwin  and  Clark  [2000]、
藤本・武石・青島 [2001]、青木・安藤 [2002]、西村 [2004]、他） 。しかしながら、こう
した研究の流れの中で、 いまだ曖昧なままで放置されている命題がある。 他ならぬ、 「組織










リードタイムやコストが、異なる組織能力を持つ企業によって異なることが、企業間の生  - 3 -
産費の差をもたらす、 と考えるのである


































能力」 を分析する際の鍵概念が、 実は 「設計情報」 であるという考え方である （藤本 [1997] 












こうした中で、 90 年代米国経済がデジタル財や新金融製品など 「オープン・モジュラー・




ど一部の日本企業が 20 世紀後半に蓄積してきた 「統合型もの造り」 の組織能力が存在する





















２  「アーキテクチャの産業論」概説 
 
設計情報と「統合型もの造り」の組織能力 
まず、 組織能力と設計概念の関係について考察してみよう。 産業を分析する際、 筆者は、
基本的にあらゆる製品を「設計情報がメディア（情報を担う媒体）の上に乗ったもの」と
みなすことにしている。製品の価値は設計情報に宿ると考える一種の「情報価値説」であ  - 5 -
る
5。これは、日本の代表的な経営戦略論者が重視する、 「情報的資源」 （伊丹 [2003]）や
「知識」 （野中・竹内 [1995]） といった概念をベースにした戦略論の流れと整合的な考え方
ともいえる。 
企業のものづくり活動のうち、 「製品開発」とはそうした設計情報を創造すること、 「生







   　　　のストック


























                                                      
5  これに対して、いわゆる古典的な労働価値説は、労働者がエネルギー的な意味での再生産を行な
うのに必要最小限のレベルで賃金と製品価格が決まるという意味で、一種の「エネルギー価値説」






















一体である。 トヨタ方式の真髄は 「ムダをなくして流れを作ることだ」 とよく言われるが、
ここで言う「流れ」とは、一見モノの流れのように見えるが、実は、モノを媒体とする「顧
























の製品とは、 簡単に言えば、 部品や生産工程の設計を製品ごとに特殊設計し、 相互調整し、






日本に残りやすい製品を予測しているのが、 「アーキテクチャの比較優位論」 である。 こう
した文理融合の枠組みにより、従来の産業競争力論に説明力が加わると筆者は期待してお
り、実際の測定作業の準備もしている。 







計した部品を寄せ集めてもまともな製品が出来る（Ulrich [1995]、Baldwin and Clark 




ている。 以上をまとめるなら、 図２の通りで、 「クローズド・インテグラル」 「クローズド・






























































認識がより深まるのではないかと期待されるのである。   - 9 -
 















「連立方程式」 を解くのが設計活動であると考えることにしよう （中尾 ・ 畑村 ・ 服部 [1999]、





つまり、機能パラメータのベクトル y  ＝（y1, y2）が、構造パラメータのベクトル x ＝
(x1, x2)に関連してリニアに決まると考えるなら、これを y＝A x という行列式で表現でき
る。この場合、顧客が望む機能パラメータの目標値を y*
  ＝（y1*, y2*）とするならば、




わち [ y1＝f (x1) ] と[ y2＝g (x2) ] に完全に分解できる。したがって、２本の式の問
題解決を担当する解答者（設計者）は、互いに独立に、[ｘ1*＝f⁻ ¹(ｙ1*)；ｘ2*＝f⁻ ¹(ｙ





ちなみに、A が三角行列なら、x1 の最適値が決まれば、x2 の最適値も従属的に決まる。
つまり、この場合は設計手順に階層性があるわけである（Baldwin And Clark [2000]、中
                                                      
6  リカード・モデルとヘクシャー・オリーン・モデルを峻別して議論している教科書として参考に
なるのは竹森 [1995]である。   - 10 -

























ということになる。 この場合、 全ての部品 （構造要素） は全ての機能要素に影響を与える、
すなわち、すべての機能要素は全ての部品の影響を受ける
7。 
このように、設計という行為は、連立方程式 [ y＝A x ] の解を求める行為として類推





という「限定的合理性下での満足化」のプロセス（Simon [1945] [1976]） 、あるいは問題
解決プロセス（藤本・安本 [2000]）が現実的だと考えられる。これについては後述する。  
以上をまとめるならば、解の求め方には、(1)  事前の因果情報による解析的方法と、(2) 




でもなく、現実の人工物がそうした単純な二分法で分析できるわけではない。   - 11 -




定してみよう。(1)  機能完結部品を組み合わせた「モジュラー製品」 、(2)  主に現場的知識










ップごとの計算時間は企業に関わらず等しいと仮定して、これを「 t  」としよう。ワンス
テップごとに未知数を消去する通常の計算プロセスを想定するならば、この方法で設計解
x*を得るスピードは、単純に構造パラメータ数の N と１ステップあたりの計算時間ｔの積
(N・t)であるとする。これが「科学的な擦り合わせ」 （integration  before  doing）のケー
スである
9。 









の結果得られる 「初期値」 が、 最適解にどれほど近づいているのかは、 「科学的擦り合わせ」
において、重要な変数をどれだけ見逃しているかによって異なるだろう。 
いずれにしても、 行列式 A に関する知識が不完全な場合でも、 「現場的知識」 を用いた試
行錯誤、例えば試作品を使った実物実験や、CAD（コンピュータ支援設計）を使ったコンピ
ュータ・シミュレーションで解に漸近することが出来る。つまり、主に文脈的な技能ある
いは知識（青木 [1995]）に基づき、第 i 番目の変数 xiを担当する設計者が、他の設計者
の暫定解を前提に、自分の担当変数 xiを動かし、結果として生じる y の動きをみて、最適
の（あるいは満足のいく）設計解に漸近していく。これが、現場的知識による「試行錯誤
的な擦り合わせ」 （integration by doing）である。こうした「試行錯誤的な擦り合わせ」
                                                      
8  こうした知識の類型は、青木 [1995]の「機能的技能」 「文脈的技能」をはじめ、過去に類例があ
る。 
9  Pisano  [1997］の learning by doing と learning before doing  の概念がここで参考になる。 
A A’
図３ 因果知識 A と科学的因果知識 A’  - 12 -
においては、試行一回あたりのコストやスピードが、現場組織内・組織間の事前の現場情
報の共有が進んだ組織と、そうでない組織で、相当に異なると考えられる。解の収束まで
の試行錯誤の時間は、初期値 x’  から最適値 x*への収束までに必要な試行数 M と、１試行




は、まず既知の不完全な科学的知識 A’  を前提に、連立方程式を「科学的」に机上で解き
（つまり「科学的な擦り合わせ」を部分的に行い） 、その暫定解 x’ を「初期値」として、








か）にもよるが、一般的な傾向としては、N’  が大きいほど（ N－N’  が小さいほど） 、最
適解 x*に近い初期値 x’  から出発できると考えてよかろう。 仮に収束までの回数を M とす
るなら、平均的な日本企業（J 企業）はリードタイム M･ tj 、平均的な米国企業（A 企業）
は M･ ta で解に収束すると考えてよかろう。そして、戦後の日本企業が長期雇用・長期取
引に基づく統合型の組織能力を蓄積する傾向があったという過去の歴史の観察（後述）か















最適設計解にいたる設計リードタイム Tj は、Tj ＝N･ t＋M･ tj となる（ j は企業） 。 















日本企業はこれが速い  - 13 -
本的な考え方は、試行錯誤の対象となる N－N’  個の未解析の構造パラメータ（部品設計）
を、N－N’  本の機能パラメータ（実験評価項目）に関して逐次的かつ試行錯誤的に収束さ
せるというものである。仮に、各部品の構造設計を担当する N－N’ 人の構造設計者が、
他の設計者の暫定的な設計解を前提として、N－N’ 個の構造パラメータを N－N’ 個の機
能パラメータに関して最適化を試みるとしよう。その場合、１機能あたり N－N’ 回の実
験評価を、N－N’  個の機能に関して繰り返して解を収束できるなら、試行数 M は少なくと
も ( N－N’ )² 回となる。 
しかも以上は、既に解析的に決定済みの構造パラメータは上記の試行錯誤の逆影響を受
けない（N’  個の科学的解析パラメータと N－N’個の試行錯誤パラメータとが互いにモジ
ュラー的である）という単純なケースを想定している。実際には、両者のための相互調整
が追加的に必要であろう。つまり、上記の M＝(N－N’  )² という推定は、実際より低めの
推定である可能性が大きい。 
仮に、上記のようにｊ企業の設計解の収束までの時間が Tj ＝N･ t＋( N－N’ )²･ tj で
あるとしよう。他の条件を一定とすれば、N 個の部品からなる「擦り合わせ型製品」にお













みよう。企業は２種類、J 国の J 企業と A 国の A 企業とがあり、歴史的な発展経路の違い









沼 [1997]、藤本・西口・伊藤 [1998]、小池 [1999]、西口 [2000]、武石 [2003]、他） 。
一方、J 国のオープン（市場）ネットワークの発達は A 国ほどではなく、また科学的知識



















ャルなやりとりの応酬だと考える（Clark and Fujimoto [1991]） 。また、試行錯誤的な設
計のスピードは、 組織内・組織間における事前の情報共有度に影響されるとみる。 そして、
長期雇用・長期取引の伝統ゆえに、戦後日本企業の情報共有度は高く、それだけ試行錯誤
的設計のスピード tj は速いと想定するのである。 
ここで、もう一度復習しておこう。解が収束したと判定されるまでの調整の回数を M、
企業 J、企業 A の１回当たり試行錯誤時間をそれぞれ tj 、ta とする。人間が関わる試行錯
誤は、組織能力の差を反映して、コストに差が出やすい。これに対して、公知の科学的知
識を用いた解への接近にかかる時間 t は、実物試作を伴わぬ思考実験や計算で済むため、
時間が短く、しかも企業間で差が無いとしよう。すなわち、t ＜ tj ＜ ta と仮定する。 
既にみたように、N 個のモジュールからなるモジュラー製品なら、各設計者が逐次的に
方程式を解いたとしても N 手で最適値にいたる（ M＝N  ） 。同時並行的に解けば１手で解に
至る。 つまり、 科学的知識が完備したモジュラー製品の設計時間は t  ～ Nt である。 仮に、
各設計者が独立に、まず科学的方法、次に試行錯誤で個別解に収束させるとするならば、A
企業は最短で ( t ＋ ta ) 、J 企業は ( t ＋ tj ) で解に収束する。 
これに対して、擦り合わせ（インテグラル）製品の場合はどうか。それは科学的知識の
比重がどの程度あるかによって状況は異なるだろう。仮に N’  個の変数について、科学的
な因果知識が完備しているとすれば、まずこの科学的知識をもとに初期値 x’  を求め、そ
こから現場的知識を使った試行錯誤に切り替える。初期値（ x’  ）が真の解（ x*  ）にど
の程度接近しているかは、どんな変数が見落とされているかによって異なるので一概には
いえないが、試行錯誤で埋めるべき距離 ( x－x’ ) は (N－N’ ) の関数、試行錯誤の回
数 M は (N－N’ )²
 の関数だ、というのが自然な推定であろう。したがって、トータルの
設計リードタイムは、 A 企業では ｛N’t  ＋ (N－N’  )²
 ta ｝ 、J 企業では｛N’t  ＋ (N－N’  )  - 15 -
²
 tj ｝となるだろう。 
以上をまとめよう。J 企業と A 企業の設計リードタイムの比（Tj / Ta ）を比較優位の目
安と考えるならば、モジュラー製品の場合、その比は 
 T j / Ta ＝ ( t ＋ tj ) / ( t ＋ ta ) 
であり、tj  と taの差は大きくないことから言えば、この比は１に近いといえる。 
一方、擦り合わせ製品の場合は、J 企業と A 企業の設計リードタイムの比は、 
 T j / Ta ＝｛N’ t ＋( N－N’ )²
 tj ｝/｛N’ t ＋( N－N’ )²
  ta｝すなわち 
 T j / Ta ＝［ t ＋｛( N－N’ )²
 / N’ ｝tj ］/［t ＋｛( N－N’ )²
 / N’ ｝ta ］  
であり、 モジュラー製品の場合より、 この値は小さい。 また、 他の条件を一定とすれば、
N が大きいほど（製品が複雑なほど） 、そして N’  が小さいほど（現場的知識の比重が大き
いほど） 、この値は小さい、ということになる。 
したがって、仮に製品費用が生産費用と設計費用の総和であり、設計リードタイムが設















さて、中馬 [2004]  は、 「日本企業は擦り合わせ製品で競争優位を持ちやすい」というア
ーキテクチャ産業論の基本命題では、 「超擦り合わせ型アーキテクチャ」 ともいえる半導体
露光装置において、 オランダの ASML 社が日本企業に対して優位性を築いているように見え
る現象を説明できないと指摘する。これは非常に興味深い論点なので、上記のモデルを応
用しつつ、筆者なりの説明を試みよう。 
半導体露光装置の分野で、 オランダの ASML 社が近年台頭してきたことは、 良く知られた
事実である。 従来は、 「これはフィリップス社の電子系とツァイス社の光学系をたくみに組
み合わせる ASML 社製品のモジュラー性に起因する」 と説明されることが多かった。 しかし、
中馬 [2004]  はこれに対して、ASML 社製品を含めて近年の半導体露光装置は極限的な擦り
合わせアーキテクチャ製品であり、したがって説明すべきは、なぜ「超擦り合わせ製品」
                                                      
10  この予想に関しては、 シミュレーション分析などにより、 今後その妥当性について追加的な検証









業である ASML 社の方が、 日本企業より、 オープンな科学者ネットワークに依存した科学的
知識の幅が広く、それによって、科学的に解析している変数の数（ N’  ）の値が大きいと
仮定しよう。この仮定は、オランダ企業は日本企業より幅広い参加者による科学的知識探
求のネットワークを持っている、との中馬の観察と整合的である。 
すでに見てきたように、本稿の「２段階設計モデル」では、初期値 x’  と真の解 x の距
離は、科学的知識として見落とされている変数の数（N－N’  ）に比例し、またその後の試





知識の共有が身上である。したがって、A 企業の科学的知識の範囲 N’aは、J 企業の科学
知識の範囲 N’j より大きい可能性が極めて高い。 
一般に、半導体露光装置のように構成モジュール数 N が極端に大きな擦り合わせ製品の




の「初期値」ｘ’ が最適値 x* に十分に近い。一方、日本企業は、試行錯誤の設計スピー
ド （ tj ）は ASML 社のそれ （ ta ）より速いかもしれないが、 科学的知識の探索範囲 （ N’j  ）
が小さいために、 「初期値」x’ が最適値 x* から大きく離れてしまっている。その場合、
まさに「ウサギと亀」のように、日本企業＝ウサギ（速いがゴールから離れ過ぎ）が亀（遅
いがゴールに十分接近）に負ける可能性が出てくる（図６） 。   - 17 -
















   T j ＝ N’ jt ＋（N－N’j)²
  tj 
   T a ＝ N’ at ＋（N－N’a)²
  ta 
である場合、仮に tj ＜ ta  だとしても、大幅に N’a ＞ N’j  であれば、Tj  とT a の逆
転が生じうる。とくに、N が大きい複雑な擦り合わせ製品であり、それが潜在的に「科学
的な擦り合わせ製品」 （ N’ の値が相対的に大きな製品）である場合に、この事態が生じ
やすい。つまり、擦り合わせの「２段階モデル」において、科学的な設計パラメータ探索
量における企業差が、その後の試行錯誤によるパラメータ探索の企業間スピード差を上回







                                                      





      
  （１）製品の「摺り合わせ度」が極端に高い（複雑な連立方程式） 。 
（２）日本企業は事前の科学的知識が低く、事後的な試行錯誤に頼る。 
（３）オランダ企業は、事前に把握している変数や因果式が多い（科学的調整力） 。 

































•   製品アーキテクチャも組織能力も共に進化するので、このスペクトル自体が時と
ともに変動する。つまり、アーキテクチャの比較優位は、それ自体が動態的な現
象である。 




どが競争優位を持ち、効果的なモジュラー化が難しい製品では日本企業が残りや  - 19 -
すい。しかし、だからといって事前のモジュラー化の努力を怠ってはならない。
事前と事後をきっちり分けて考えるべきである。 
•   アーキテクチャと組織能力の相性は、設計プロセス論を応用することにより、
「設計費用の比較優位」という枠組で定式化することが可能である。 




















ての収益性につなげることが十分にできていなかった傾向も明らかである （藤本 [2004]） 。  
確かに、日本の企業や政策当局の弱点の一つは、戦略構想力の弱さだと指摘されること
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